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１ 事業の趣旨 

令和８年度から開始された公立小学校段階における「学校給食費の抜本的な負担軽減」の実施

に当たっては、国から地方自治体への財政支援が行われることから、学校給食法に定める給食の

実施者である地方自治体において、その適正な執行管理を一層徹底することが必要となる。この

ため、地方自治法の総計予算主義の原則に照らし、学校給食費の歳入・歳出を自治体予算に計上

する公会計化が必要である。これに加えて、学校徴収金の徴収・管理については、これまでも、

基本的には学校・教師の本来的な業務ではなく「学校以外が担うべき業務」であり、地方自治体

が担っていくべきと示しており、その徴収・管理を学校ではなく地方自治体が自らの業務として

行うこと（公会計化等）が求められる。 

他方、文部科学省が実施した「学校給食費に係る公会計化等の推進状況調査（令和４年度）」

では、公会計化等していない自治体における公会計化等の支障事由として「業務システムの導入・

改修経費」「人員確保」等が挙げられている。学校給食費を含む学校徴収金の事務処理には多く

の煩雑な処理が発生するため、学校給食費の抜本的な負担軽減を円滑に実現し、併せて学校にお

ける働き方改革を推進するためには、公会計化等のための自治体の業務システム導入・改修等を

促進する必要がある。 

上記を踏まえた公会計化等を推進するためには、学校給食費の徴収・管理のみならず、地方財

政や業務システム、プロジェクト管理に関する専門的知見が必要となることから、本事業では、

これら専門的知見を有する民間事業者等を活用した伴走支援を実施する。 

２ 本事業における用語の定義 

・支援団体 

本要領に基づき、本事業による支援の対象として採択された地方自治体をいう。  

・受託事業者 

国からの委託を受け、本事業の運営及び支援業務全般を担う事業者をいう。 

３ 本事業における誓約事項 

・申請日時点で、学校給食費の公会計化等が完了していないこと。 

・本事業への応募にあたり、教育長委員会事務局の決裁権者及び公会計化等によって影響の及

ぶ主な関係者の承認を得ていること。 

４ 実施内容 

（１）支援内容 

本事業は、支援団体の課題や状況に応じて、以下の３つの支援パッケージのいずれかを提供

する。なお、進捗状況や支援団体の希望等に応じて、支援パッケージの種別を変更することは

あり得る。 

① 支援パッケージＡ 

週１回程度の個別支援を基本とし、プロジェクト全体の計画策定から実行までを全面的に

支援する。 



3 
 

② 支援パッケージＢ 

隔週１回程度の個別支援を基本とし、特定の課題（システム仕様書作成、関係者調整等）

の解決を重点的に支援する。 

③ 支援パッケージＣ 

月１回程度の進捗確認や情報提供を基本とし、支援団体が自走するための定期的な助言を

行う。 

（２）支援期間 

本事業の支援期間は、令和８年６月下旬頃～令和９年３月上旬までとする。 

５ 応募手続等 

（１）応募団体 

 公会計化等に当たって専門的知見を必要とし、伴走支援を希望する地方自治体とする。（別途募

集中の「学校給食費公会計化等推進事業費補助金」の交付有無は応募要件には含まない。） 

（２）応募に必要な資料 

 伴走支援の応募は、Web 申請フォームから行うものとする。なお Web 申請フォームへ接続でき

ない場合のみ、以下の様式に記載の上、事務局連絡先までメール送付すること。 

・（別紙）応募様式.xlsx 

（３）応募方法 

・本事業への応募を希望する団体は、Web申請フォーム（以下 URL）から、所定の期間内に申請を

行うものとする。 

Web申請フォーム（Microsoft Forms）：https://forms.office.com/e/XWWCGenMVZ 

・Web 申請フォームへ接続できず、電子メールにより提出する場合は「６ 応募要領に関する連

絡先・応募資料の提出先」に記載する連絡先宛てに電子メールにより提出すること。 

・電子メールの件名は「【応募団体の名称（例：○○県○○市）】応募資料（学校給食費公会計化

等伴走支援事業）」、添付ファイル名は「【応募団体の名称（例：○○県○○市）】（別紙）応募

様式.xlsx」とすること。 

・Web 申請フォームや電子メール送信上の事故（未達等）について、文部科学省及び受託事業者

は一切の責任を負わない。 

（４）応募期限 

 令和８年６月９日（火）17時まで 

（５）公募説明会の開催 

 公募説明会を以下の内容で実施するとともに、録画内容を本事業特設ウェブサイトに掲載する。

本事業への応募に当たって、説明会への参加は任意であるが、事業趣旨や内容について理解を深

めるため、参加（オンデマンド視聴含む）を推奨する。 

・開催日時：令和８年５月 21日（木） 11時～12 時 

https://forms.office.com/e/XWWCGenMVZ
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・開催方法：オンライン（Zoomにより開催） 

・内容：学校給食費公会計化等伴走支援事業の概要、応募要領等の説明 

・申込方法：申込み不要のため下記 Zoomリンクから当日入室 

Zoom: https://deloitte.zoom.us/j/97120077971?pwd=ebJx80ftjp0E4akkvYgD1CaS9KbwK3.1 

（６）個別オンライン相談会の開催 

応募にあたっての懸念点や課題、伴走支援の内容に関する質問等の個別相談を希望する団体に

向けて、予約制の個別オンライン相談会を以下の内容で実施する。 

・開催期間：令和８年５月 26日（火）～５月 28日（木） １団体当たり最長 30分めど 

・開催方法：オンライン（Zoomにより開催）予約制 

・実施内容：本事業への応募に関する個別相談 

・申込方法：個別相談申込フォームより回答 

個別相談申込フォーム（Microsoft Forms）: https://forms.office.com/e/6egVXkxmaK 

（７）本事業特設ウェブサイトの開設 

 本事業に関する各種申込窓口の案内、お知らせ一覧や事業内容、公募説明会動画やＦＡＱ等を

公開するための特設ウェブサイトを、文部科学省公式ウェブサイト上に開設する。 

特設ウェブサイト：https://www.mext.go.jp/school-lunch_pa/（令和８年５末開設予定） 

（８）公募スケジュール 

・申請受付期間 

令和８年５月 15日（金）から令和８年６月９日（火）17時まで 

・公募説明会の開催 

令和８年５月 21日（木） 

・個別オンライン相談会（30分間、予約制）の開催 

令和８年５月 26日（火）～５月 28日（木） 

・結果通知 

令和８年６月下旬（予定） 

６ 採択及び支援内容の決定 

（１）採択の基本方針 

 本事業は、応募内容の優劣を競う競争選抜方式ではなく、次項に定める必須要件を満たす全て

の団体を、原則として支援対象として採択する。 

（２）必須採択要件 

本事業の支援対象となるためには、以下の要件を全て満たす必要がある。  

① 「３ 本事業における誓約事項」に誓約すること。 

② 事業の推進を担う主たる担当部署及び担当者が明確であること。 

③ 人事異動等があった場合でも、体制を維持し業務を適切に引き継ぐこと。 

https://deloitte.zoom.us/j/97120077971?pwd=ebJx80ftjp0E4akkvYgD1CaS9KbwK3.1
https://forms.office.com/e/6egVXkxmaK
https://www.mext.go.jp/school-lunch_pa/
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④ 本事業で得られた知見や成果物について、国の横展開のために活用されることに同意す

ること。 

（３）採択結果の通知 

受託事業者は、採択の可否を申請団体の担当者宛てに電子メール等で通知する。 

７ 応募要領に関する連絡先・応募資料の提出先 

学校給食費公会計化等伴走支援事業運営事務局 

・メールアドレス：kyushokuhi_koukaikeika@tohmatsu.co.jp 

・問合せフォーム：https://forms.office.com/e/fBDqxcjBiS 

・電話：開設準備中（問合せ時間：平日 10時から 17時まで）（令和８年５月 19日開設予定） 

※開設次第、文部科学省ウェブサイト「公募情報」に掲載する。 

「公募情報」：https://www.mext.go.jp/b_menu/boshu/mext_00077.html 

８ その他 

今後の公募スケジュールについては、以下を予定する。 

・２次募集：６月下旬頃募集開始 

・３次募集：８月下旬頃募集開始 

mailto:kyushokuhi_koukaikeika@tohmatsu.co.jp
https://forms.office.com/e/fBDqxcjBiS
https://www.mext.go.jp/b_menu/boshu/mext_00077.html

